長野市通学路交通安全・防犯対策プログラム

～通学路の安全確保に関する取組の方針～

平成26年５月19日策定
令和元年７月22日改訂
長野市通学路安全対策検討会議

[image: image1.emf]通学路安全対策検討会議《構成員》道路管理者、警察、市教委などＡ校学校運営委員会Ｂ校Ｃ校Ｄ校Ｅ校Ｆ校Ｇ校《構成員》ＰＴＡ関係者、地区の方々、教職員など学校運営委員会学校運営委員会学校運営委員会学校運営委員会学校運営委員会学校運営委員会学校支援ボランティア学校支援ボランティア学校支援ボランティア学校支援ボランティア学校支援ボランティア学校支援ボランティア学校支援ボランティア（交通安全+防犯）


1． プログラム改正について
平成24年に全国で相次いで発生した登下校中の児童生徒が死傷するという事故を受け、本市では平成26年５月に長野市通学路交通安全プログラム（以下「交通安全プログラム」という。）を策定いたしました。また、関係機関での連携を強化するため、道路管理者や警察、市関係部局で構成する「通学路安全対策検討会議（以下「検討会議」という。）」を設置し、通学時における交通安全の確保に向けた取り組みを進めてきました。
その後、平成30年５月に新潟市で下校中の児童が殺害されるという痛ましい事件が発生したことを受け、同年６月22日に登下校時の子供の安全確保に関する関係閣僚会議が「登下校防犯プラン」を取りまとめました。本市においても、児童の登下校時の安全を確保するために、交通安全に合わせて、防犯に対する対策も一体的に取り組む必要があることから、同プログラムを改正するものです。
2． 通学路安全対策検討会議の設置

平成26年５月19日に関係機関の連携を図るため、以下をメンバーとする「通学路安全対策検討会議」を設置しました。また、通学路における安全対策の推進に当たっては、警察、教育委員会・学校、自治体の３者に加え、地域住民、保護者等の関係者が連携することが不可欠であることから、通学路安全対策検討会議と各学校に設置されている学校運営委員会（※）を効果的につなげることで、地域事情が異なる各学校、地域関係者との連携を強化し、地域全体で子どもを見守る体制を構築します。

※学校運営委員会…地域住民と学校が児童生徒の将来あるべき姿について話し合いをする場。学校運営への参画、学校支援、学校関係者評価の３つの機能を有する。

＜構成員＞
・国土交通省長野国道事務所

・長野県長野建設事務所

・長野県長野中央警察署

・長野県長野南警察署

・長野市地域・市民生活部地域活動支援課

・長野市建設部道路課

・長野市建設部維持課

・長野市教育委員会学校教育課

・長野市教育委員会総務課

　　


3． 取組方針

（１）基本的な考え方

継続的に通学路の安全を確保するため、合同点検を継続して実施するとともに、対策実施後の効果把握も行い、対策の改善・充実を行います。

これらの取組をＰＤＣＡサイクルとして繰り返し実施し、通学路の安全性の向上を図っていきます。
［通学路の安全確保のためのＰＤＣＡサイクル］
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（２）定期的な合同点検
○合同点検箇所の決定
・合同点検にあたっては、通学路の変更ができない危険箇所等について、各小学校が抽出を行います。
・抽出された危険箇所について、検討会議において、合同点検実施の必要の有無を判断・決定します。

○合同点検の実施時期等

・市内の小学校を長野中央・南警察署管内の２つのグループに分け、それぞれ原則として１年に１回、合同点検を実施します。

○合同点検の体制

　　　・小学校ごとに、学校、道路管理者、警察等が参加する合同点検を行います。
（３）対策の検討

合同点検の結果から明らかになった対策を要する箇所について、交通安全（歩道整備や防護柵の設置、交通規制や交通安全教育の実施等）及び防犯（防犯看板や防犯カメラの設置、ボランティア等による見守りや警察によるパトロールの強化等）の観点から、ハード及びソフト両面について箇所ごとに具体的な対策を検討します。
（４）対策の実施

対策の実施にあたっては、対策が円滑に進むよう、関係者間で連携を図ります。

（５）対策効果の把握

合同点検結果に基づく対策実施後の箇所等について、実際に期待した効果が上がっているか、また児童生徒等が安全になったと感じているか等を確認するため、対策実施後の効果を把握するための手法を検討し、対策効果の把握を図ります。
（６）対策の改善・充実

・対策実施後も、効果把握の結果等を踏まえて、対策内容の改善・充実を図ります。

・対策実施まで時間の掛かるものについては、早期の対策実施を関係機関に働き掛け、継続検討案件で対応方法が決まっていないものについては、他の対策を講じることも検討します。

4． 箇所一覧表の公表（交通安全プログラム）
小学校ごとの点検結果や対策内容については、関係者間で認識を共有するために、小学校ごとの「対策一覧表」を作成し、公表します。
【添付資料】

　別添　対策一覧表
附　　則　　　　１　平成26年５月19日　　施　　行

２　平成27年６月９日　　　一部改正（合同点検の実施時期等）

３　平成30年７月９日　　　一部改正（関係機関の名称変更）

４　令和元年7月22日　　一部改訂（防犯対策に関する内容を追加）
＜連携のイメージ＞
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